
２級 解答・解説 
第１問（20点） 

解 答 

仕 訳

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

１ 
売 掛 金

売 上 原 価 

525,000 

420,000 

売 上 

商 品 

525,000 

420,000 
Ａ 

２ 

繰 越 利 益 剰 余 金 2,286,000 未 払 配 当 金 

利 益 準 備 金 

別 途 積 立 金 

1,760,000 

176,000 

350,000 

Ａ 

３ 

建 物 

修 繕 引 当 金 

修 繕 費

910,000 

420,000 

525,000 

当 座 預 金 1,855,000 

Ａ 

４ 
仮 受 消 費 税 168,000 仮 払 消 費 税 

未 払 消 費 税 

117,600 

50,400 
Ａ 

５ 
長 期 前 払 費 用 

広 告 宣 伝 費 

2,457,000 

68,250 

普 通 預 金 

長 期 前 払 費 用 

2,457,000 

68,250 
Ｂ 

仕訳１組につき４点 

合計20点 
Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

２．剰余金の処分

株主総会で繰越利益剰余金の処分が決定した。利益準備金への積立ては会社法の定

める金額とする。

Point
繰越利益剰余金の残高

￥5,250,000をすべて

処分するわけではな

い。 

積立上限額＝資本金の

額の４分の１－（資本

準備金＋利益準備金） 

株主配当金の10分の１

を準備金に積み立てる

必要があるが、積立上

限額までとなる。 

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ） 2,286,000 ＊３ （ 未 払 配 当 金 ） 1,760,000 ＊１ 

（ 利 益 準 備 金 ） 176,000 ＊２ 

（ 別 途 積 立 金 ） 350,000 

＊１ ＠￥880×2,000株＝￥1,760,000（株主配当金） 

＊２ ￥14,000,000× 
１

４
 ＝￥3,500,000（資本金の額の４分の１） 

￥3,500,000－(￥2,800,000＋￥280,000)＝￥420,000（積立上限額）… ① 

￥1,760,000× 
１

10
 ＝￥176,000（株主配当金の 10 分の１）… ② 

①＞②より、￥176,000（利益準備金の積立額） 

＊３ ￥1,760,000＋￥176,000＋￥350,000＝￥2,286,000 

３．資本的支出・収益的支出 

建物の修繕を行い、代金は小切手を振り出して支払った。￥910,000は資本的支出に

該当し、残額は収益的支出に該当する。修繕引当金の残高があるので取り崩す。

Point
建物の免震機能を向上

させる効果があるとい

うことは、建物の価値

を高めることになるた

め、資本的支出に該当

する。 

修繕引当金を先に取り

崩し、引当金の残高を

超えた金額は修繕費勘

定で処理する。 

（ 建 物 ） 910,000 （ 当 座 預 金 ） 1,855,000

（ 修 繕 引 当 金 ） 420,000 

（ 修 繕 費 ） 525,000 ＊ 

 ＊ ￥1,855,000－￥910,000－￥420,000＝￥525,000 

４．消費税（税抜方式）

決算にあたり消費税の処理を行う。税抜方式を採用している。

Point
仮受消費税＞仮払消費

税の場合、差額を未払

消費税勘定で処理す

る。 

仮受消費税＜仮払消費

税の場合、差額を未収

還付消費税勘定で処理

する。 

（ 仮 受 消 費 税 ） 168,000 （ 仮 払 消 費 税 ） 117,600 

（ 未 払 消 費 税 ） 50,400 ＊ 

 ＊ ￥168,000－￥117,600＝￥50,400 

５．長期前払費用

今後３年分の広告料金を普通預金口座から支払った。総額をいったん資産計上する

が、そのうち当月分（１か月分）を費用に振り替える。 

Point
問題文の指示通り、総

額をいったん資産計上

する。 

３年分＝36か月分 

（ 長 期 前 払 費 用 ） 2,457,000 （ 普 通 預 金 ） 2,457,000

（ 広 告 宣 伝 費 ） 68,250 ＊ （ 長 期 前 払 費 用 ） 68,250

 ＊ ￥2,457,000× 
１か月

36か月
 ＝￥68,250 

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略
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第２問（20点） 

解 答 

問１ 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

自平成29年４月１日 至平成30年３月31日 (単位：円) 

株 主   資   本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 
資本剰余金 

合 計 
利益準備金 

当 期 首 残 高 6,300,000 1,417,500 0 1,417,500 147,000 

当 期 変 動 額 

剰余金の配当  ( Ａ★ 10,500 )

別途積立金の積立て 

新株の発行 ( Ａ  806,400 ) ( Ａ  537,600 )  ( Ａ  537,600 ) 

吸 収 合 併 ( ０ 1,225,000 ) ( ０  700,000 ) ( Ａ★ 350,000 ) ( Ａ 1,050,000 ) 

当期純利益 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 

当期変動額合計 ( Ａ★2,031,400 ) ( Ａ★1,237,600 ) ( Ａ  350,000 ) ( Ａ 1,587,600 ) ( Ａ  10,500 )

当 期 末 残 高 ( Ａ 8,331,400 ) ( Ａ 2,655,100 ) ( Ａ  350,000 ) ( Ａ 3,005,100 ) ( Ａ  157,500 )

下段へ続く 

上段より続く 

株 主   資   本 評価・換算差額等 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 
その他有価証券 

評 価 差 額 金 
その他利益剰余金 利益剰余金 

合 計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 52,500 1,400,000 1,599,500 9,317,000  ( Ｂ★ 11,760 )

当 期 変 動 額 

剰余金の配当  ( Ａ★△290,500 ) ( Ａ △280,000 ) ( Ａ △280,000 )

別途積立金の積立て ( ０★ 31,500 ) ( ０ △31,500 ) ― ―

新株の発行 ( Ａ 1,344,000 ) 

吸 収 合 併 ( Ａ 2,275,000 ) 

当期純利益  ( ０★ 350,000 ) ( ０ 350,000 ) ( ０  350,000 ) 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
( Ｂ★ △7,840 )

当期変動額合計 ( ０   31,500 ) ( Ａ   28,000 ) ( Ａ   70,000 ) ( Ａ 3,689,000 ) ( Ｂ △7,840 )

当 期 末 残 高 ( Ａ   84,000 ) ( Ａ 1,428,000 ) ( Ａ 1,669,500 ) ( Ａ   13,006,000 ) ( Ｂ 3,920 )

問２ 

の れ ん ￥ Ｂ★ 507,500

★ １つにつき２点

合計20点 
Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

解き方

解答にあたって

１．問題文をよく読み、資料の内容を整理します。読み飛ばさないように、重要な箇

所にチェックを入れましょう。

２．株主資本等変動計算書の作成が問われています。金額が負の値のときは、金額の

前に△を付けることを忘れないようにしましょう。また、記入する順番に決まりは

ありませんが、集計する金額を間違えないように注意しましょう。

３．「当期首残高＋当期変動額合計＝当期末残高」という関係があります。また、その

他有価証券は洗替法によるため、再振替仕訳を忘れないようにしましょう。

Point
株主資本

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

その他資本剰余金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

評価・換算差額等

その他有価証券評価差

額金 

取引を確認しながら仕訳を行い、当期首残高および当期変動額を記入する

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ） 290,500 （ 未 払 配 当 金 ） 280,000 ＊１ 

（ 利 益 準 備 金 ） 10,500 ＊２ 

Point
積立上限額＝資本金の

額の４分の１－（資本

準備金＋利益準備金） 

株主配当金の10分の１

を準備金に積み立てる

必要があるが、積立上

限額までとなる。 

剰余金の配当欄の行を

記入する。 

＊１ ＠￥140×2,000株＝￥280,000 

＊２ ￥6,300,000× 
１

４
 ＝￥1,575,000（資本金の額の４分の１） 

￥1,575,000－(￥1,417,500＋￥147,000)＝￥10,500（積立上限額）… ① 

￥280,000× 
１

10
 ＝￥28,000（株主配当金の 10 分の１）… ② 

①＜②より、￥10,500（利益準備金の積立額） 

剰余金の配当欄

利益準備金：￥10,500

繰越利益剰余金：△￥290,500

利益剰余金合計：￥10,500＋△￥290,500＝△￥280,000 

株主資本合計：△￥280,000

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ） 31,500 （ 別 途 積 立 金 ） 31,500 

Point
別途積立金の積立て欄

の行を記入する。 

別途積立金の積立て欄

別途積立金：￥31,500

繰越利益剰余金：△￥31,500

（ 当 座 預 金 ） 1,344,000 （ 資 本 金 ） 806,400 ＊１ 

（ 資 本 準 備 金 ） 537,600 ＊２ 

Point
資本金としなかった金

額は資本準備金とす

る。 

新株の発行欄の行を記

入する。 

＊１ ＠￥4,480×300株＝￥1,344,000（払込金） 

￥1,344,000×60％＝￥806,400 

＊２ ￥1,344,000－￥806,400＝￥537,600 

新株の発行欄 

資本金：￥806,400

資本準備金：￥537,600

資本剰余金合計：￥537,600

株主資本合計：￥806,400＋￥537,600＝￥1,344,000

新株の発⾏

別途積⽴⾦の積⽴て 

剰余⾦の配当

Step 1

Step 0
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当期変動額合計および当期末残高を記入する

当期首残高：￥6,300,000

当期変動額合計：￥806,400＋￥1,225,000＝￥2,031,400

当期末残高：￥6,300,000＋￥2,031,400＝￥8,331,400

当期首残高：￥1,417,500

当期変動額合計：￥537,600＋￥700,000＝￥1,237,600

当期末残高：￥1,417,500＋￥1,237,600＝￥2,655,100

当期首残高：￥0 

当期変動額合計：￥350,000

当期末残高：￥0＋￥350,000＝￥350,000

当期首残高：￥1,417,500

当期変動額合計：￥537,600＋￥1,050,000＝￥1,587,600

当期末残高：￥1,417,500＋￥1,587,600＝￥3,005,100

当期首残高：￥147,000 

当期変動額合計：￥10,500

当期末残高：￥147,000＋￥10,500＝￥157,500

当期首残高：￥52,500 

当期変動額合計：￥31,500

当期末残高：￥52,500＋￥31,500＝￥84,000

当期首残高：￥1,400,000

当期変動額合計：△￥290,500＋△￥31,500＋￥350,000＝￥28,000

当期末残高：￥1,400,000＋￥28,000＝￥1,428,000

当期首残高：￥1,599,500

当期変動額合計：△￥280,000＋￥350,000＝￥70,000

当期末残高：￥1,599,500＋￥70,000＝￥1,669,500

当期首残高：￥9,317,000

当期変動額合計：△￥280,000＋￥1,344,000＋￥2,275,000＋￥350,000 

   ＝￥3,689,000

当期末残高：￥9,317,000＋￥3,689,000＝￥13,006,000

当期首残高：￥11,760

当期変動額合計：△￥7,840

当期末残高：￥11,760＋△￥7,840＝￥3,920

Point
「当期首残高＋当期変

動額合計＝当期末残

高」となる。 

資本準備金＋その他資

本剰余金＝資本剰余金

合計 

利益準備金＋別途積立

金＋繰越利益剰余金＝

利益剰余金合計 

資本金＋資本剰余金合

計＋利益剰余金合計＝

株主資本合計 

その他有価証券評価差額⾦ 

株主資本合計

利益剰余⾦合計 

繰越利益剰余⾦ 

別途積⽴⾦

利益準備⾦

資本剰余⾦合計 

その他資本剰余⾦ 

資本準備⾦

資本⾦

Step 2 第３問（20点） 

解 答 

貸 借 対 照 表 

平成30年３月31日 

( 単位：円 ) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債 

⑩ 現 金 預 金  ( Ｂ 871,640 )  支 払 手 形   ( ０ 232,260 ) 

 受 取 手 形  ( ０ 224,000 )  買 掛 金  ( ０ 441,000 ) 

② 貸 倒 引 当 金  ( Ａ 2,240 )  ( Ａ 221,760 ) 未払法人税等 ( ☆ 8,520 ) ㉑

① 売 掛 金  ( Ｂ 616,000 )  リ ー ス 債 務  ( Ｂ 126,000 ) ⑭

③ 貸 倒 引 当 金  ( Ｂ 6,160 )  ( Ｂ☆609,840 )  未 払 費 用   ( Ａ 3,150 ) ⑱

⑥ 有 価 証 券  ( Ａ 153,370 ) 流動負債合計  ( 810,930 ) 

⑤ 商 品   ( Ａ★201,600 ) Ⅱ 固 定 負 債 

⑰ 前 払 費 用  ( Ａ★ 26,880 ) 長 期 借 入 金  ( ０ 378,000 ) 

⑧ 未 収 収 益  ( Ａ★ 1,260 ) 長期リース債務  ( Ｂ☆378,000 ) ⑮

流動資産合計  ( 2,086,350 ) 固定負債合計  ( 756,000 ) 

Ⅱ 固 定 資 産 負 債 合 計  ( 1,566,930 ) 

 有 形 固 定 資 産 純 資 産 の 部 

建 物  ( ０6,111,000 )   Ⅰ 株 主 資 本 

⑪ 減価償却累計額  ( Ａ1,222,200 )  ( Ａ4,888,800 ) 資 本 金  ( ０5,880,000 ) 

備 品  ( ０ 672,000 )  利 益 準 備 金  ( ０ 371,700 ) 

⑫ 減価償却累計額  ( Ａ 388,500 )  ( Ａ★283,500 ) 繰越利益剰余金  ( 483,300 ) ㉒

リ ー ス 資 産  ( ０ 630,000 )  株主資本合計  ( 6,735,000 ) 

⑬ 減価償却累計額  ( Ｂ 126,000 )  ( Ｂ★504,000 ) 純 資 産 合 計  ( 6,735,000 ) 

有形固定資産合計  ( 5,676,300 ) 

無 形 固 定 資 産  

⑯ ソ フ ト ウ ェ ア  ( Ａ★226,800 )

無形固定資産合計  ( 226,800 ) 

投資その他の資産  

⑦ 投資有価証券  ( Ａ★ 60,480 )

⑨ 長 期 性 預 金  ( Ａ 252,000 )

投資その他の資産合計  ( 312,480 ) 

固定資産合計  ( 6,215,580 ) 

資 産 合 計  ( 8,301,930 ) 負債及び純資産合計  ( 8,301,930 ) 

区分式損益計算書に表示される利益 

④ 売 上 総 利 益 ￥ Ａ☆ 2,276,400

⑲ 営 業 利 益 ￥ Ｂ☆ 48,700

⑳ 税 引 前 当 期 純 利 益 ￥ ☆ 28,400

★ １つにつき２点

☆ １つにつき１点

合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 
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第４問（20点） 

解 答 

仕  訳

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

⑴ 材 料 4,200,000 本 社 4,200,000 Ａ 

⑵ 
仕 掛 品

製 造 間 接 費 

3,150,000 

210,000 

材 料 3,360,000 
Ａ 

⑶ 賃 金 ・ 給 料 5,880,000 本 社 5,880,000 Ａ 

⑷ 製 造 間 接 費 1,400,000 本 社 1,400,000 Ａ 

⑸ 本 社 12,600,000 仕 掛 品 12,600,000 Ａ 

仕訳１組につき４点 

合計20点 
Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

（３）給与の支払

（ 賃 金 ・ 給 料 ） 5,880,000 （ 本 社 ） 5,880,000

本社の仕訳

（ 工 場 ） 5,880,000 （ 現 金 ） 9,800,000 

（ 給 料 ） 3,920,000 

Point
賃金・給料勘定は工場

元帳にある。 

工場の仕訳は、工場の

従業員に対する支給額

に対して行う。 

支払い関係はすべて本

社が行っているため本

社勘定を用いる。

（４）減価償却の計上

（ 製 造 間 接 費 ） 1,400,000 ＊ （ 本 社 ） 1,400,000

Point
工場設備の減価償却費

を計上している。 

減価償却費は間接経費

となるため、製造間接

費勘定で処理する。 

工場元帳に減価償却累

計額勘定がないので、

本社元帳に設定されて

いると判断する。 

 ＊ 16,800,000円÷12か月＝1,400,000円 

本社の仕訳

（ 工 場 ） 1,400,000 （ 減 価 償 却 累 計 額 ） 1,400,000

（５）製品の完成

（ 本 社 ） 12,600,000 （ 仕 掛 品 ） 12,600,000 

本社の仕訳

（ 製 品 ） 12,600,000 （ 工 場 ） 12,600,000 

Point
仕掛品勘定は工場元帳

にある。 

工場元帳に製品勘定が

ないので、本社元帳に

設定されていると判断

する。

⼯場の仕訳

⼯場の仕訳

⼯場の仕訳
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第５問（20点） 

解 答 

標準製造原価差異分析表 (単位：円) 

直接材料費総差異  ( Ａ★ △119,000 )

( Ａ価 格 差 異 

数 量 差 異 ( Ａ

★ △171,500 )

★ 52,500 )

直接労務費総差異  ( Ａ★ 60,900 )

( Ａ賃 率 差 異 

作業時間差異 ( Ａ

★ 69,300 )

★ △ 8,400 )

製造間接費総差異  ( Ａ★ △ 60,200 )

( Ａ

( Ｂ

予 算 差 異 

能 率 差 異 

操 業 度 差 異 ( Ｂ

★ △ 40,600 )

★ △ 5,600 )

★ △ 14,000 )

 (注) 不利な差異には△を付けること。 

★ １つにつき２点

合計20点 
Ａ：確実に正解したい  

Ｂ：できれば正解したい 

０：資料からの数値変更なし 

：難易度高いため、後回し 




